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４．中央アジアの抱える環境問題 
 

１．自然環境の特徴 

 中央アジア諸国の環境問題を考える上で、重要な自然条件は年間降水量が50～600mmと

極めて少ないことである。すなわち、少雨乾燥の気候下にある沙漠地帯が国土の半分以上

を占めており、さらに、人口の割にその国土面積が広大であることも特徴的である。また、

内陸国であるため、気温の年較差、日較差ともに大きく、農業は豊富な日照量がありなが

ら、その生産性は極めて不安定である。 

 農業を支える基盤である土壌は、その多くがアルカリ・塩類土壌に分類され、農業用水

の多用による塩類集積が発生し、農耕の継続が極めて困難であること、塩類除去のために

大量の農業用水が必要であることも、この地帯の自然特性である。農業遂行に必要な水資

源は、天山山脈とパミール高原の氷河から流出するシルダリア川とアムダリア川の二大河

川の流水と地下水に依存している。農業だけではなく、鉱工業も大量の水資源を必要とし、

いずれにしてもこの2本の河川が中央アジア全体の産業を支配していると言っても過言で

はない。すでに環境問題が発生している農業と水資源の関係と、今後ますます発生するで

あろう鉱工業に起因する環境問題も水資源との関連性として注目する必要がある。すなわ

ち、中央アジア諸国は地下鉱物資源が豊富であり、「周期律表に記載されている105元素の

うち、カザフスタンには99の元素が存在することが判明しており、70元素の埋蔵量が探鉱

され、60以上の元素が生産に供されている」（カザフスタン共和国国家統計分析委員会監

修「カザフスタン：新首都とともに新しい目標に向かって」1998年）と記載されているよ

うに、カスピ海、アラル海北岸地帯の石油とともに、今後大規模な地下資源の採掘が実施

されると予想されているからである。この採掘と精錬に必要な水資源をどこに求め、排水

を如何に処理するかがこの地帯の環境問題を左右することになるものと思われる。 

２．社会的・歴史的特徴 

 中央アジアは遊牧の民の国であり、広大な国土を利用した遊牧と河川の流域でのオアシ

ス農業を営んでいた地域であったが、ソ連邦の一員として組み込まれ、1921年の定住化政

策、1960年代から始まった「自然大改造計画」の下で遊牧民から農耕民へと変質させられ

てきた。とくに、自然大改造計画による「沙漠の農地化」は大規模な潅漑農地の開拓と主

に綿花のモノカルチャーの強制的実施によって、この地域の景観を一変させ、ソ連邦内の

植民地的存在として数十年が経過した。一次産品の供給のみが要求され、加工業の育成は
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阻止されていた。そして、1991年のソ連邦の崩壊と市場経済への移行（国ごとにその過程

は異なるが）によって、社会主義下における植民地的農業は崩壊過程に突入し、社会経済

全体が混乱状況となった。カザフスタンでは農業政策の欠如による農村の崩壊は急速であ

る。農耕機械の老朽化と補充資金の不足は農業の継続を極めて困難にしている。ソホーズ、

コルホーズの解体と民営集団農場編成へと農業形態が変化し、それにともなって栽培面積

は3分の1近くまで減少した地域もある。 

 独立直後のカザフスタンの人口は1700万人であったが、その後、ロシア人、ウクライナ

人、ドイツ人が国外に脱出したために、現在の人口は1500万人以下となっている。人口減

少は研究機関あるいは生産組織の中堅研究者や技術者の欠如を惹起し、組織の機能低下を

招来している。さらに、科学アカデミーや農業科学アカデミーの解体とそれに伴う研究者

の馘首により、研究者数は独立直後の4分の1にまで減少し、各研究機関は機能が完全にマ

ヒしているというよりも停止した状態である。このような科学技術界の量的・質的低下は

10年、15年後の科学界、技術界のレベル低下を招来するであろうと推測され、環境問題を

考える上で無視できない影響を及ぼすものと思われる。当該地域の環境問題の実態把握と

対策を遅らせている原因の主要なものとして、情報公開の不十分さがある。独立後の情報

整理の組織的脆弱さと情報公開性の低さもさることながら、ソ連邦時代の環境関連情報が

中央アジア諸国に存在しないことも環境問題の現状把握を困難にしている。すでに多くの

報告が指摘しているように、環境問題に関する情報はソ連邦時代には極秘扱いにされ、あ

らゆる情報がモスクワの一元管轄下に置かれ、植民地的存在であった中央アジア諸国には

存在せず、また、重要な情報は独立直前にロシアによって持ち去られたためである。その

典型例をセミパラチンスクの核実験場に関わるデーターやアラル海流域の農薬汚染、ある

いはアラル海の孤島（ボズロジェーニエ島）の細菌兵器研究所に見ることができる。この

ように過去の情報の欠如が、現在の汚染あるいは健康被害の実態把握と対策立案を困難に

している。 

３．一般的環境問題 

(1) 大気汚染 

 中央アジア全体が内陸国であり、主要な大都市が標高4000m以上もあるアラタウ山脈の山

麓に位置しているため、風による大気汚染物質の拡散が少ない。さらに降水量が極めて少

ないため、降雨による大気の洗脱度合いも低く、一旦放出された大気汚染物質の都市上空

での滞留時間は長い。そのため、アルマティ、シムケント、タシケント、アシガバードな
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どの大都市の大気汚染による人的被害が懸念されている。汚染物質の発生源としては、自

動車、冶金工業、石油精製工業、火力発電所、給熱プラントなどである。とくに、自動車

の保有台数が独立後に急増しており、市内の大気汚染が年々進行している。しかも、自動

車数の増加に加えて、使用ガソリンが粗悪であるばかりでなく、有鉛ガソリンが使用され

ていること、ディーゼル燃料車が多いことにより、鉛、一酸化炭素、硫黄分などによる大

気汚染が深刻である。たとえば、人口120万人のアルマティ市上空にはスモッグが常時立ち

こめている状況である。 

 また、カザフスタンの発電所は石炭を燃料とする火力発電が9割を占めており、集塵機能

が著しく弱いことも大気汚染を深刻化している。カラガンダなどの冶金工業都市でも公害

対策設備の不備による大気汚染がすでに発生している。 

(2) ゴミ・廃棄物 

 一般廃棄物および産業廃棄物の処分方法は郊外の平原や沙漠への投棄、埋め立てである。

都市廃棄物は増加傾向にあり、プラスチックやビニール製品が市場に多く出回るように

なって、一般廃棄物の独立後の質的変化がみられる。ゴミ投棄地での地下水汚染などが懸

念されるが実態は不明である。住民・行政ともにゴミ処理に対する認識は低く、広大な国

土と人口密度の低さから、投棄場所は無限にあると思われている。 

 産業廃棄物も増加傾向にあり、その大半は埋め立て処分されており、アクチュビンスク

州、ジャンブール州、東カザフスタン州における重金属などによる地下水汚染が発生して

いる。ただし、河川水・地下水ともにpH値がアルカリ性であり、重金属の水への溶出が低

いことから、生物相への影響は、pH値が酸性である日本などとは異なる様相を呈するもの

と考えられる。 

(3) 水質汚染 

 カザフスタン全土についてみると水資源は不足しており、飲料水に適した水源の確保は

容易でない。とくにシルダリア流域において1960年代から実施された「大規模潅漑農地の

開拓」によって綿花栽培が始まり、そこで使用された農薬による水質汚染が進行し、塩分

濃度も上昇したため、シルダリア川の水は飲用に適さないとの通知がなされたようである。

現在も住民の間ではシルダリア川の水は飲用に適さないと認識されており、河川水よりも

井戸水に依存している。しかし、井戸水は極めて塩分濃度が高く、WHOの水質基準値（上

限）をはるかに越えた水質であり、シルダリア川の流水の方が水質的には良好であるが、

1980年代の行政通知が守られており、深井戸を水源とする集落が多い。アラル海周辺住民
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の飲料水確保のために、アラル海北岸の北部（サクサウルスキー）の地下水をアラリスク

やカザリンスク地区に導水する水道管が布設され、その距離は200キロにも達している。し

かし、導水のための電力不足と資金不足のためにこのシステム全体は機能していない。現

在のカザフスタンの経済状況からみて、このような巨大な装置を稼働させ、維持すること

は不可能であり、巨大システムよりも、小地域ごとの給水システムを構築する必要がある。

カザフスタン国内でも、南部のアラタウ山脈付近の都市では山脈からの融雪水を飲用水と

して利用しており、その水質は良好であり、量的にも十分である。 

 鉱工業に起因する水系汚染が各地に発生している。しかし、汚染調査も不十分であり、実

態が明らかではない。たとえば、新首都であるアスタナの都市用水不足を補うために利用し

ようとしていたヌラ川で水銀汚染が明らかになるなど、今後の調査が必要とされている。 

 主要都市においては標準的な処理システムを備えた上・下水処理場が旧ソ連時代に設置

されているが、独立後は資金、薬品、エネルギー不足のため稼働しているとは言い難い状

況である。 

(4) 放射能汚染 

 旧ソ連邦時代の最大の核実験場であったセミパラチンスク州では放射能汚染と健康被害

が発生している。総実験回数は500回近く、その内の半数以上が地上実験であった。そのた

めに、核実験場を中心とした広大な地域が放射能汚染地域と推定され、環境調査、疫学調

査が国際的支援下で実施され、我が国の広島大学、長崎大学をはじめ諸外国のNGOによる

医療面での支援が活発である。セミパラチンスク以外の地域における核廃棄物による環境

汚染の噂は絶えないが、ほとんどが未確認情報の域を出ない。 

(5) 細菌兵器汚染 

 アラル海のボズロジェーニエ島（かつては小島であったが、アラル海の干上がりととも

にその面積を拡大した）に存在したソ連邦の細菌兵器研究所はすでに解体・撤収されてい

るが、その撤収跡地に放置された細菌類による環境汚染（ケン・アリベック著、バイオハ

ザード）が最近になって明らかにされるとともに重大な環境問題として浮上した。その理

由として、後述するアラル海の干上がりとともにボズロジェーニエ島が拡大し、大陸側の

カラカルパック（ウズベキスタン）とまもなく陸続きになる。その結果、かつての離島が

半島となるため、兵器用に開発された毒性の高い細菌を保菌している可能性のあるネズミ

などが大陸に渡ると予測されているからである。新聞情報であるが、米国国防省が調査開

始したとのことである。 



― 104―  

(6) 塩害 

 中央アジアの塩害は地表面への塩類集積による塩害と大気からの塩類降下による2種類

の塩害がある。もともと塩類土壌が広域に広がって存在する中央アジアで、旧ソ連邦は1960

年代以来、アムダリア、シルダリア川から農業用水を導水して水田や綿花畑を開いてきた。

いわゆる「自然大改造計画」による大規模潅漑農地の開拓である。広大な平野（沙漠）に

開かれた農地のうち、排水の劣悪な地域では、地中の塩類が地表面に集積するため、耕作

継続が困難となる。そのため農地の放棄が進んでおり、とくに、アラル海周辺地域（クジ

ルオルダ州）では放棄田が耕作田よりも多い地帯がすでに出現している。 

 アラル海の干上がりによって出現した沙漠（旧湖底）表面には塩類が析出しており、こ

れらの塩類が砂嵐とともに農地に降下し、農作物に被害を与えている。とくに、アラル海

南岸のカラカルパック（ウズベキスタン）ではその影響は大きく、地中からの塩害と併せ

て農業継続を困難にさせている。また、大気中の塩類による人体被害も懸念されているが、

医学的調査が実施されていない。 

(7) アラル海の干上がり・消失 

 中央アジア、とりわけカザフスタンとウズベキスタンの両国が抱える最大の環境問題が

「アラル海問題」、「アラル海環境問題」、「アラル海危機」と総称される問題である。

発生している最大の現象は世界第4位の湖面積を有したアラル海が1960年代以来縮小を続

け、現在ではその面積は2分の1から3分の1になろうとしており、干上がった旧湖底が新た

な沙漠となって出現したことである。沙漠と化した面積は我が国の九州に相当する（第1図

参照）。 

 湖水と湖面積の減少の原因は、流入河川であるアムダリア川とシルダリア川の中流域に

開拓された広大な農地用の農業潅漑用水を大量に取水したため、アラル海へ流入する水量

が減少したという、極めて単純な因果関係である。両河川流域で1960年代以降に新たに開

拓された農地面積は400万ha以上であり、綿花と水稲が栽培されている（第2図参照）。 

 約30年間という短期間に湖がこのように縮小した現象を人類は経験していず、その影響

はどのようなものであるかを推測さえ出来かねているのが現状である。ここにアラル海問

題が20世紀最大の環境破壊と言われる所以がある。湖の縮小に伴って湖水中の塩濃度の急

激な上昇と水生生物相の死滅、魚類の激減による漁業の崩壊、漁業従事者の失業から漁村

は完全に崩壊した。アラル海最大の漁業都市であったアラリスクの人口は9万人から4万人

以下となり、人心荒廃は著しいものがある。 
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〔 第１図 〕アラル海縮小経過図 

 

 

 新たな沙漠（旧湖底）の出現は沿岸地域の気象を変化させ、前述したような大気への塩

分の飛散は農業と健康に大きな被害をもたらしていると言われている。アラル海流域の環

境変化に由来する健康被害をカザフスタンの医学界では「Ecological Disease」と総称してい

るが、その実態は明らかでない。たとえば、乳児死亡率の急激な上昇（新生児1000人に対

して90人、集落単位では200人を越える村もある）の時期がアラル海縮小と一致しており、 
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〔 第２図 〕中央アジアの灌漑農地分布図 

 

 

環境問題としての重要な解明課題である。また、貧血症を呈する女性は80％にも達し、母

胎の健康と乳児死亡率との関係も重視されているが、十分な疫学調査が実施されていない。

その他に、感染症や結核の増加も顕著である。アラル海および両河川の湿地帯の激減は生

物多様性の喪失を引き起こし、またこれらの湿原は渡り鳥の中継地でもあることから、地

球規模的損失と言えよう。 

 しかし、両河川の流域での農業崩壊が進行しているとはいえ、すでに数百万人が生業と

して農業を営んでおり、取水量を一挙に制限することは極めて困難である。塩害が進行し

た農地の放棄を含めて、この流域における持続的な農業を構築する構造的改革を実施する

中で、アラル海再生を模索するべきであろう。そのためには、相当の年月が必要であり、

現段階ではアラル海全体の再生は絶望的である。そのような事態に対して、現在も河川水

をアラル海に流し込んでいるシルダリア川の水を小アラル海（北アラル海）のみに貯留す

る目的でカザフスタン側で進められたダム建設は当を得た政策と言えよう（ただし、この

ダムは1996年に完成したが、1999年に決壊した）。 

 「アラル海環境問題」はその規模の膨大さとその影響の甚大さのために、全体像を把握

することさえ至難である。その上に、当該国であるカザフスタンもウズベキスタン政府も
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研究陣を派遣することさえ不可能な経済状況にある。それゆえ、国際的支援が望まれると

ころであるが、先進各国の現段階までの取り組みは緊急援助、長期的視野に立った援助と

も微々たるものである。 

 21世紀は水の世紀とさえ言われているが、アラル海流域で20世紀後半に発生した水資源

利用の不適切から発生した環境問題には、水の世紀に引き継ぐべき教訓が数多く存在する。

この課題から人類が何を学び取るかを抜きにして、水の世紀・21世紀は展望できないので

はなかろうかとさえ思われる。 

４．今後発生すると思われる環境問題 

 中央アジア全域についての経済問題・環境問題を論じる際のキーワードは水と地下資源

であろう。住民の健康維持に必要な良質の水を如何に確保するかという課題は当然のこと

として、農業生産と鉱工業生産を向上させるための水資源の確保と分配は中央アジア諸国

の発展と中央アジア全体の平和の帰趨を決するものである。とりわけ、アムダリア川とシ

ルダリア川の上流域国（キルギス、タジキスタン、トルクメニスタン、アフガニスタン）

と中流域国（カザフスタン、ウズベキスタン）との水利用をめぐる国際関係の調整は重大

課題である。もし、この関係が友好的なものでなくなれば、国際河川をめぐる紛争はその

他の要因もからまって極めて深刻なものとなり、中央アジア全体に新たな国際的環境問題

を発生させるであろう。 

 アラル海環境問題はアラル海沿岸人口が極めて少数であることから、住民の発言力は低

く、中央アジア諸国内でも取りあげられないままに、いつの間にか闇にほうむりさられる

危険性は大きい。どこの国でもそうであるように、その地でなにが生じているかを的確に

把握する者がいなければ、問題そのものが存在しないことになる。アラル海に関心を寄せ

る研究者なり、NGOが活躍している限りにおいてはアラル海問題は消失しないであろうが、

現在の中央アジアの社会経済状況から見て、彼らが活動を展開することはきわめて困難で

あり、アラル海を生活の場としていた漁民が不在になった現在、とくに国際的支援が必要

となる。そうでなければ、現代社会が気が付かないうちに世界第4位の湖は消え去るであろ

う。 

（石田 紀郎） 


